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経営統合の目的・統合新グループの目指す姿経営統合の目的 統合新グル プの目指す姿

経営統合の目的

中央三井トラスト・ホ ルディングスと住友信託銀行は 両グル プの人材・ノウハウ等の経営資源を結集中央三井トラスト・ホールディングスと住友信託銀行は、両グループの人材・ノウハウ等の経営資源を結集

⇒お客様にトータルなソリューションを迅速に提供する専門性と総合力を併せ持った、新しい信託銀行グループ

「The Trust Bank」を創出

統合新グループの目指す姿

経営理念（ミッション）経営 念（ ッシ ）

①高度な専門性と総合力を駆使して、お客様にとってトータルなソリューションを迅速に提供してまいります。

②信託の受託者精神に立脚した高い自己規律に基づく健全な経営を実践し、社会からの揺るぎない信頼を確立して

まいりますまいります。

③信託銀行グループならではの多彩な機能を融合した新しいビジネスモデルで独自の価値を創出し、株主の期待に

応えてまいります。

④個々人の多様性と創造性が 組織の付加価値として存分に活かされ 働くことに夢と誇りとやりがいを持てる職場を④個々人の多様性と創造性が、組織の付加価値として存分に活かされ、働くことに夢と誇りとやりがいを持てる職場を

提供してまいります。

目指す姿（ビジョン） －「The Trust Bank」の実現を目指して－

三井住友トラスト・グループは、信託の受託者精神に立脚し、高度な専門性と総合力を駆使して、銀行事業、資産運用・
管理事業、不動産事業を融合した新しいビジネスモデルで独自の価値を創出する、本邦最大かつ最高のステイタスを
誇る信託銀行グループとして、グローバルに飛躍してまいります。
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経営統合の概要経営統合の概要

中央三井トラスト・ホールディングスを三井住友トラスト・グループの持株会社として活用。住友信託銀行が中央三井トラスト・ホール

1. 経営統合の方式

ディングスと株式交換を行うと共に、中央三井トラスト・ホールディングスは「三井住友トラスト・ホールディングス株式会社」へ商号を

変更。

2. 株式交換の日程

取締役会決議日 2010年8月24日

株式交換契約締結日 2010年8月24日

株主総会基準日公告予定日 2010年9月7日

株主総会基準日 2010年9月30日

株式交換承認株主総会開催予定日 2010年12月22日

住友信託銀行上場廃止予定日 2011年3月29日

株式交換の実施予定日（効力発生日） 2011年4月1日
（注）左記日程は、本株式交換の手続進行上の必要性その他の事由により

必要な場合には、両社が協議し合意の上、変更することがある。

3. 株式交換比率

必要な場合 、両社 協議 合意 、変更する ある。

住友信託銀行の普通株式1株について、三井住友トラスト・ホールディングス（現：中央三井トラスト・ホールディングス）の普通株

式1.49株を割当て交付。

・中央三井トラスト・ホールディングス及び住友信託銀行は、普通株式交換比率の算定にあたって公正性を確保するため、各社が

それぞれ両社から独立したファイナンシャル・アドバイザー（各々2社）に普通株式交換比率の分析を依頼し、当該分析結果を

参考 れぞれ各社 財務 状 資産 状 将来 通 等 を総合的 勘案 社 普通株式交換 率参考に、それぞれ各社の財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、両社で普通株式交換比率について

慎重に交渉・協議を重ねた結果、合意・決定。

（分析概要については2010年8月24日付プレスリリース「中央三井トラスト・グループと住友信託銀行グループの経営統合に関する

最終合意等について～専門性と総合力を併せ持つ『The Trust Bank』の創設に向けて～」の別紙1をご参照。）
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最終合意等について 専門性と総合力を併せ持つ『The Trust Bank』の創設に向けて 」の別紙1をご参照。）

・住友信託銀行の優先株式については、住友信託銀行の優先株式1株に対し、三井住友トラスト・ホールディングスが発行する同一

条件の優先株式1株を割当交付。



三井住友トラスト・ホールディングスの概要三井住友トラスト ホ ルディングスの概要

三井住友トラスト・ホールディングス株式会社

1. 商号

三井住友トラスト・ホールディングス株式会社

（英文） Sumitomo Mitsui Trust Holdings, Inc.

2. 本店所在地

東京都千代田区

（住友信託銀行が現在他社と共同で開発を進めている「丸の内１－４計画」ビルを本店の所在場所とする予定。

なお、それまでの間は、住友信託銀行の東京本部ビルとする予定。）

東京、大阪、名古屋の各証券取引所

3. 上場証券取引所

代表取締役会長には常陰 均、代表取締役社長には田辺 和夫が就任する予定。

4. 代表取締役の役職・氏名

取締役及び監査役の構成は別途協議し合意の上決定するが、中央三井トラスト・ホールディングスと住友信託銀行がそれぞれ
指名する取締役及び監査役は同数とする。

5. 役員体制

261,608百万円

6. 資本金

7 決算期

3
3月31日

7. 決算期



三井住友トラスト・グループの経営体制三井住友トラスト グル プの経営体制

三井住友トラスト・グループの経営管理態勢

（１） 統合持株会社（三井住友トラスト・ホールディングス）の機能
統合持株会社は業務執行管理型の持株会社とし、以下①～⑥を主要機能とする。また、統合持株会社は監査役会設置会社とする。

① グループ経営戦略企画機能 ② 経営資源配分機能 ③ 業務運営管理機能

④ リスク管理統括機能 ⑤ コンプライアンス統括機能 ⑥ 内部監査統括機能④ リスク管理統括機能 ⑤ コンプライアンス統括機能 ⑥ 内部監査統括機能

（２） グループの体制
統合持株会社の直接出資会社は、傘下信託銀行及び資産運用・管理関連業務等を担う以下のグループ会社とする。

住友信託銀行株式会社中央三井信託銀行株式会社 中央三井アセ ト信託銀行株式会社

中央三井アセットマネジメント株式会社 住信アセットマネジメント株式会社 中央三井キャピタル株式会社

株式会社住信基礎研究所 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

住友信託銀行株式会社中央三井信託銀行株式会社 中央三井アセット信託銀行株式会社

傘下信託銀行の合併について

2012年4月1日を目処に、専門性と総合力を一層強化していく観点等から、三井住友トラスト・ホールディングス傘下の住友信託銀行、

株式会社住信基礎研究所 日本トラスティ サ ビス信託銀行株式会社

商号

2012年4月1日を目処に、専門性と総合力を 層強化していく観点等から、三井住友トラスト ホ ルディングス傘下の住友信託銀行、

中央三井信託銀行及び中央三井アセット信託銀行の3社を統合する予定。

三井住友信託銀行株式会社 （英文名： Sumitomo Mitsui Trust Bank, Limited） ＜存続会社：住友信託銀行（予定）＞

本店所在地

代表者

東京都千代田区
（住友信託銀行が現在他社と共同で開発を進めている「丸の内1－4計画」ビルを本店の所在場所とする予定。）

代表取締役会長は中央三井トラスト・グループ、代表取締役社長は住友信託銀行グループからの就任とする予定。
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役員体制
取締役及び監査役の構成は別途協議し合意の上決定するが、中央三井トラスト・グループと住友信託銀行グループが

それぞれ指名する取締役及び監査役は同数とする予定。



統合プロセス－第１ステップ統合プロセス 第１ステップ

2011年4月1日（予定）に、住友信託銀行が中央三井トラスト・ホールディングスと株式交換を行い、
三井住友トラスト・ホールディングスを新たな持株会社とする経営統合を実施予定

三井住友トラスト・ホールディングス

三井住友トラスト ホ ルディングスを新たな持株会社とする経営統合を実施予定
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統合プロセス－第２ステップ統合プロセス 第２ステップ

2012年4月1日を目処に、三井住友トラスト・ホールディングス傘下の3信託銀行を統合し、
三井住友信託銀行を発足予定三井住友信託銀行を発足予定

三井住友トラスト・ホールディングス
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三井住友トラスト・グループの事業領域

銀行事業、資産運用・管理事業、不動産事業を広範囲にカバーすると共に、
それらの機能の融合により他の金融グループにない強みを発揮

三井住友トラスト グル プの事業領域

注:
銀行事業銀行事業

それらの機能の融合により他の金融グル プにない強みを発揮

注:

法人向けビジネス

個人向けビジネス
預金 法人与信等

（ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ・
資産流動化等）

ホールセール向け
金融商品販売

海外与信

個人ローン
リバースモーゲージ

不動産アセット
フ イナンス

投信・保険等販売

遺言信託・遺言整理 マーケット業務

法
人

個
人

ファンド･ラップ

海外与信

投信運用ファイナンス 遺言信託 遺言整理
相続ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ個人向け
不動産仲介

証券代行

年金受託

マ ケット業務

投資 任

人

不動産
投資顧問

投信受託

投信運用

法人向け
不動産仲介 不動産証券化

グローバルカストディ

投資一任
投資助言

不動産不動産事業事業 資産運用・管理事業資産運用・管理事業
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三井住友トラスト・グループのステイタス三井住友トラスト グル プのステイタス

高度な専門性 強化と業容 拡大 より 本邦最大か 最高 イタ を誇る信託銀行グ プ

本邦最大かつ最高のステイタス

高度な専門性の強化と業容の拡大により、本邦最大かつ最高のステイタスを誇る信託銀行グループへ

① 我が国最大の資産運用グループ、資産管理グループ

② 我が国有数の資産運用コンサルティンググループ

③ 信託銀行関連各事業で業界ト プクラス

（2010年3月末現在）

資産運用・管理事業

資 グ プ

③ 信託銀行関連各事業で業界トップクラス

資産運用残高 約６４兆円 本邦銀行・証券グループ内 第１位

企業年金受託残高 約１３兆円 信託　第１位

年金総幹事件数 １，９００件 信託　第１位

資産管理残高 約１８２兆円 本邦銀行グループ内 第１位資産管理残高 約１８２兆円 本邦銀行グル プ内 第１位

投資信託受託残高 約３５兆円 信託　第１位

証券代行業務　管理株主数 約２，２３５万人 信託　第２位

投信・保険等販売業務

投信・保険等販売残高 約４兆円 本邦銀行内　第３位

不動産事業

不動産関連収益（グループ会社合算） 約３１７億円 信託　第１位

不動産証券化受託残高 約１０兆円 信託 第１位不動産証券化受託残高 約１０兆円 信託 第１位

銀行事業

貸出業務　総貸出残高 約２１兆円 銀行　第５位

貸出業務　個人ローン残高 約６兆円 銀行　第５位
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金銭債権流動化受託残高 約１２兆円 信託　第１位

遺言関連業務　遺言信託件数 １９，４５４件 信託　第２位



三井住友トラスト・グループの拠点網・人材

（1） 国内店舗ネットワーク

三井住友トラスト グル プの拠点網 人材

国内においては 首都圏・関西圏・中部圏を中心とするバランスの取れた店舗ネットワ ク国内においては、首都圏・関西圏・中部圏を中心とするバランスの取れた店舗ネットワーク

【拠点数】 中央三井 住友信託

（2010年3月末現在）
支店

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

ﾌﾟﾗｻﾞ等
支店

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

ｵﾌｨｽ等

合計
うち

重複店
（2010年3月末現在） ﾗｻ 等 ｵ ｨ 等

首都圏 51 56.0% 33 18 23 37.7% 17 6 74 48.7% 17

関西圏 15 16.5% 10 5 22 36.1% 18 4 37 24.3% 10

中部圏 14 15.4% 13 1 6 9.8% 6 - 20 13.2% 5

（2） 海外ネットワーク （3） 専門性の高い人材

その他 11 12.1% 11 - 10 16.4% 10 - 21 13.8% 6

合　計 91 100.0% 67 24 61 100.0% 51 10 152 100.0% 38

（ ） 海外 ッ ク （ ） 専門性 高 材

（2010年3月末現在） 中央三井 住友信託
米国 ヨ ク ﾆ ﾖ ｸ支店米国現地法人（資産運用業務）

グローバルな金融サービスを提供できる海外ネットワーク

（2010年3月末現在）

証券アナリスト ※ ７６７ 名

専門性の高い人材が結集※1

米国 ニューヨーク

欧州 ロンドン

ルクセンブルク

ジ ガポ

ﾆｭｰﾖｰｸ支店

ﾛﾝﾄﾞﾝ支店

ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ現地法人（資産管理業務）

ｼﾝｶﾞﾎﾟ ﾙ支店

米国現地法人（資産運用業務）

英国現地法人（証券業務）

ｼ ｶﾞﾎﾟ 現地法人（資産運用業務）

ﾆｭｰﾖｰｸ駐在員事務所 米国現地法人（資産管理・運用業務）

ﾛﾝﾄﾞﾝ駐在員事務所

証券アナリスト ※2 ７６７ 名

運用スペシャリスト ※3 ２７４ 名

年金アクチュアリー ５６ 名

不動産鑑定士 １５７ 名

宅地建物取引主任者 ５，３８８ 名
アジア シンガポール

上海

北京

北京駐在員事務所
北京現地法人（ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務）

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ支店ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ現地法人（資産運用業務）

北京駐在員事務所

香港 地法 資産 業務

上海支店
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ駐在員事務所

１級ＦＰ技能士 ５４３ 名

財務コンサルタント ※4 １７９ 名

※1 中央三井信託銀行、中央三井ｱｾｯﾄ信託銀行、住友信託銀行の3社単体合算

※2 日本証券ｱﾅﾘｽﾄ協会認定の資格保有者

※3 ﾌｧﾝﾄﾞﾏﾈｰｼﾞｬｰ ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵﾏﾈｰｼﾞｬｰ ｽﾄﾗﾃｼﾞｽﾄ ｱﾅﾘｽﾄ
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香港

その他

香港現地法人（金融・資産運用業務）

ｿｳﾙ駐在員事務所
ﾊﾞﾝｺｸ駐在員事務所

香港現地法人（資産運用業務）
ｼﾞｬｶﾙﾀ駐在員事務所

※3 ﾌｧﾝﾄ ﾏﾈ ｼ ｬ 、ﾎ ﾄﾌｫﾘｵﾏﾈ ｼ ｬ 、ｽﾄﾗﾃｼ ｽﾄ、ｱﾅﾘｽﾄ

※4 個人のお客様向けの財産の運用・管理に関するｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの専門ｽﾀｯﾌ



三井住友トラスト・グループの基本戦略三井住友トラスト グル プの基本戦略

経営統合により目指す姿（ビジョン）「The Trust Bank」を実現すべく、

新信託銀行グル プの強みを活かし メガバンクグル プとは 線を画した事業モデルを構築

（1） 最高水準の商品・サービスによるトータル・ソリューションの提供

新信託銀行グループの強みを活かし、メガバンクグループとは一線を画した事業モデルを構築

両グループが各事業分野で長年にわたり培ってきた高度な専門性と総合力を活かし、お客様のニーズ

に最高水準の商品・サービスによるトータルなソリューションを提供します。

（ ） 最高水準の商品 サ よるト タル ソリ ションの提供

（2） 戦略分野への重点資源配分とシナジーの追求

経営統合により拡充される経営資源を、新信託銀行グループが競争力を有し、成長性や各事業間での

相乗効果が期待できる戦略分野に対し重点的に配分することで、収益力を強化し安定的・持続的な成

長を実現します

（3） 財務の健全性と資本の効率性の両立

長を実現します。

質・量ともに充実した自己資本を確保し健全な財務基盤を維持するとともに、信託機能を活かしたフィー

ビジネスの強化を通じて資本効率性の向上を目指します。
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三井住友トラスト・グループの成長戦略三井住友トラスト グル プの成長戦略

（1） 成長分野と位置付ける信託・財産管理業務等フィービジネス（投信・保険等販売業務、資産運用・管理事業、

不動産事業等）への資源配分による市場開拓・シェア拡大

（2） 広範な顧客基盤への多彩な機能の提供、よりバランスのとれた貸出ポートフォリオの構築による銀行事業

の基礎収益力強化

（ ） 新信託銀行グ プ 高度な専門性と総合力を駆使した ビジネ 強化

投信・保険等販売業務 ・投信販売、保険販売
・ファンド・ラップ

・販売体制の強化

・商品提供力、資産運用コンサルティング力の強化

（1） 新信託銀行グループの高度な専門性と総合力を駆使したフィービジネスの強化

資産運用・管理事業

不動産事業

・年金受託、海外資産受託
・投信運用、投信受託

・不動産仲介（法人・個人）
不動産投資顧問 不動産証券化

・リテール向け、グローバル向けの資産運用マーケティングの強化
・アジア株を中心とした外国株式運用力の強化

・顧客基盤の融合による情報量の拡大、情報マッチング力の強化
国内外投資家向け不動産投資関連サ ビスの強化・不動産投資顧問、不動産証券化 ・国内外投資家向け不動産投資関連サービスの強化

（2） 統合により補完・拡充される顧客基盤をベースとした銀行事業における基礎収益力の強化

銀行事業
（ホールセール業務・

個人ローン等）

・個人ローン
・海外日系与信
・シンジケートローン、資産流動化
・金融商品販売

・多彩な機能を融合したトータル・ソリューションの提供

・個人ローンの拡大を柱とする、よりバランスのとれた
貸出ポートフォリオの構築

銀 事業 基礎収益 を強 ビジ な 成 性を追求銀行事業における基礎収益力を強化しつつ、フィービジネスにより更なる成長性を追求
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三井住友トラスト・グループの投信・保険等販売戦略三井住友トラスト グル プの投信 保険等販売戦略

（1） 営業担当者の大幅増員、店舗ネットワークの再編・強化等による、販売体制の強化

（2） 投信運用子会社の商品提供力・販売サポート力等を活かした、資産運用コンサルティング力の強化

証券マーケットに対する
①営業担当者の増員（約400名）
②チャネル戦略の強化

（1） 販売体制の強化

証券マ ケットに対する
関心が高い富裕層等の

新規顧客開拓

②チャネル戦略の強化
（i） 店舗網の再編（両社合算152店舗、うち重複店38店舗） および強化
（ii） DC（確定拠出年金）・職域チャネルの活用（2010年3月末のDC加入者数

（企業型）、両社単純合算約58万人、運営管理機関第2位）
（iii）ダイレクトチャネル（含むインターネット）の活用 ファンド・ラップ（iii）ダイレクトチャネル（含むインタ ネット）の活用

①投信運用子会社（住信アセットマネジメント＋中央三井アセットマネジメント、

（2） 商品提供力・資産運用コンサルティング力の強化
外貨預金

投信・保険

アッパーミドル層の
顧客基盤拡充

【投信・保険等 販売残高・販売額】 （2010年3月末現在、2009年度） 【個人顧客基盤 （固定性商品保有顧客）】

日興アセットマネジメント）の商品提供力、販売サポート力の活用
②販売ノウハウの共有化による、資産運用コンサルティング力の強化

中央三井信託 住友信託 ２行合算

投 信 純 資 産 残 高 1.1兆円 1.3兆円 2.4兆円

【個人顧客基盤 （固定性商品保有顧客）】

（2010年3月末現在）
２行合算

固定性商品
保有顧客数

約250万人

保 険 残 高 1.3兆円 0.7兆円 2.0兆円

合 計 2.4兆円 2.0兆円 4.4兆円

保有顧客数

顧客一人あたりの
平均預かり資産残高 約700万円

投信・保険等の
約20％

12

（投信・保険等販売額） 0.4兆円 0.3兆円 0.7兆円 占める割合 約20％

（注）固定性商品：流動預金以外の商品で、定期預金、

外貨定期預金、実績配当型金信、投信、保険等
投信・保険等販売残高（販売額） 本邦銀行内第３位（第２位）



三井住友トラスト・グループの資産運用・管理事業戦略三井住友トラスト グル プの資産運用 管理事業戦略

（1） 国内機関投資家マーケットで確立されたブランド・ノウハウをリテール（投信運用）、海外機関投資家向けに展開

（2） アジア株を中心とした外国株式運用力の強化

①国内機関投資家向けマーケットで確立したブランド、販売スキルの展開
②中央 ネジ と住信 ネジ 統合 商 開発力

（1） リテール向け、グローバル向けの資産運用マーケティング強化

②中央三井アセットマネジメントと住信アセットマネジメントの統合により、商品開発力・
販売サポート力を抜本強化、販売チャネルを拡充
⇒日興アセットマネジメントと共に、グループにおける投信運用事業の成長加速

③海外ネットワークの活用、海外金融機関との提携等⇒海外機関投資家の開拓加速

アジア市場における
トップクラスの資産

運用機関グループへ

①統合を通じた運用体制の再編⇒アジア株の運用体制強化

（2） アジア株を中心とした外国株式運用力の強化

資産管理事業への

年金・指定単運用（2010年3月末現在）

中央三井
アセット信託

住友信託 ２行合算

【信託銀行単体 資産運用残高】
資産管理事業への

シナジー
・投信受託拡大
・グローバルカストディ

の受託拡大アセット信託

22.4兆円 27.6兆円 50.0兆円

投信・投資顧問（2010年3月末現在）
【投信運用子会社 資産運用残高】

中央三井 住友信託

【資産運用・管理事業の海外拠点】

の受託拡大

投信 投資顧問（2010年3月末現在）

中央三井

アセットマネジメント

住信

アセットマネジメント ２社合算
日興

アセットマネジメント

2.2兆円 1.5兆円 3.7兆円 ＋ 10.4兆円

中央三井 住友信託

米国現地法人 米国現地法人

資産運用 英国現地法人

業務 香港現地法人 香港現地法人

ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ現地法人
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（投信運用残高第９位）（投信運用残高第２０位）（投信運用残高第８位） （投信運用残高第３位）

資産運用残高 64兆円超、本邦銀行・証券グループ内 第1位

ｼﾝ ﾎ 現地法人

資産管理 米国現地法人

業務 ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸ現地法人



三井住友トラスト・グループの不動産事業戦略三井住友トラスト グル プの不動産事業戦略

（1） 両社の顧客基盤の融合による情報量の拡大、情報マッチング力の強化

（2） 国内外投資家向け不動産投資関連サービス（不動産証券化業務・投資顧問業務等）の強化

（1） 不動産仲介業務

①情報ルートの相互補完による情報量の拡大、情報マッチング力の強化
社 強 融合 中央 井 プ 投資家（ ド等） 住友信託 事業法人

不動産仲介・証券化・

投資顧問機能の融合

客基盤 拡大

両社の強みの融合 ⇒中央三井：プロ投資家（ファンド等） ＋ 住友信託：事業法人
②営業担当者の投入による体制の強化
（i） 国内外投資家の新規開拓 ⇒海外（アジア）向け営業の拡大
（ii）ファイナンス、テナントリーシング、建築・環境コンサルティング等の提案機能強化

顧客基盤の拡大

新規投資家開拓

商品提供力強化

（2）-1 不動産証券化業務

①拡大する顧客基盤の活用による新規案件受託推進
②不動産管理システムの統合 業務効率化推進による スト削減②不動産管理システムの統合、業務効率化推進によるコスト削減

（2）-2 不動産投資顧問業務

①信託銀行の強みを活かした年金基金・機関投資家へのマーケティング強化

仲介業務の着実な成長

による収益拡大

＋

①信託銀行の強みを活かした年金基金 機関投資家へのマ ケティング強化
②アジアを中心とした海外投資家へのマーケティング強化
③投資家ニーズに応じた商品企画力の向上

＋

不動産証券化・投資顧問

の基盤拡大による

ストック性収益の

【グループ不動産仲介収益等（※1）】
（2009年度実績）

中央三井 住友信託 合算

【グループ不動産信託報酬等（※2）】
（2009年度実績）

中央三井 住友信託 合算
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安定的成長84億円 137億円 220億円

※1：不動産仲介、コンサルティング報酬等

42億円 55億円 97億円

※2：不動産信託、投資法人事務受託、投資顧問等



三井住友トラスト・グループの銀行事業戦略（ホールセール業務・個人ローン等）三井住友トラスト グル プの銀行事業戦略（ホ ルセ ル業務 個人ロ ン等）

（1） 統合により補完・拡充される法人顧客基盤を活かし、グループの多彩な機能を融合したトータル・ソリューション
を提供する｢戦略的パートナー｣としてプレゼンス向上

（2） 住宅ロ ンを中核的アセットの つとして拡大 よりバランスのとれた貸出ポ トフォリオの構築

【法人顧客基盤 】

東証１部・２部 上場企業 2,127社のうち （2010年3月末時点）

（2） 住宅ローンを中核的アセットの一つとして拡大、よりバランスのとれた貸出ポートフォリオの構築

①補完・拡充される事業法人顧客基盤 取引地位向上により

（1） 多彩な機能を融合したトータル・ソリューションの提供

中央三井

約950社

住友信託

約1 100社

①補完・拡充される事業法人顧客基盤、取引地位向上により

バンキング機能、信託機能の提供機会拡大

⇒海外日系企業向け貸出、シンジケートローン等の基盤拡大

⇒資産流動化、その他多彩な信託・財産管理機能の基盤拡大

②拡充される学校法人 金融法人等の取引基盤に対する金融商品販売の拡大

東証１・２部 取引先数 ：約1 550社

約950社 約1,100社

重複する取引先 は約500社、統合により顧客基盤は一気に拡大

②拡充される学校法人・金融法人等の取引基盤に対する金融商品販売の拡大

： 強化される市場性金融商品（仕組預金等）、私募投信等の

運用商品ラインアップの販売拡大

（2） 個人ロ ンの拡大を柱とする貸出ポ トフォリオの構築 東証１・２部 取引先数 ：約1,550社

上場企業の７割を超える広範な法人取引基盤

【貸出ポートフォリオのイメージ】
①営業担当者の増員等による住宅ローンの拡大

⇒2015年度の貸出ポートフォリオに占める割合は約30％

②第二の柱は資金 ズの見込める海外日系企業向け貸出

（2） 個人ローンの拡大を柱とする貸出ポートフォリオの構築

（兆円）②第二の柱は資金ニーズの見込める海外日系企業向け貸出

： アジア地域向けを中心に約1兆円（2011/3末見込）

→ 約2兆円へ拡大（2016/3末見込）

⇒特定業種への集中リスクを抑制しつつ、よりバランスのとれた

貸 ポ 構築
約6兆円

約8兆円

20

25

（兆円）

約21兆円

約25兆円

貸出ポートフォリオの構築

【貸出金残高のうち上位20社の占める割合（銀行勘定、信託勘定合計）】（※）
（2010年3月末現在） 中央三井トラスト 住友信託 ２行合算

貸出金残高（ａ） 約8.1兆円 約12.0兆円 約20.2兆円
統合による

与信集中
約14兆円 約15兆円

約1兆円
約2兆円

5

10

15

15

うち上位20社向け残高（ｂ） 約1.0兆円 約1.6兆円 約2.3兆円

上位20社の割合（ｂ/ａ） 12.4% 13.9% 11.4%

※銀行等の金融機関向け貸出を除く

与信集中

リスクの

分散効果 0

5

2010年度（見込） 2015年度（イメージ）

法人向け貸出（海外日系向け貸出除く） 海外日系向け貸出 個人向け貸出



各事業戦略（まとめ）と事業成長イメージ ①銀行事業各事業戦略（まとめ）と事業成長イメ ジ ①銀行事業

【投信・保険等販売】
○グループ会社の商品開発力等を活用⇒商品ラインアップ、サービス
の充実

<投信・保険等販売額>

2010年度
（見込）

2015年度
（イメージ）

年平均成長率

リテール

の充実

○営業担当者の増員、教育の徹底⇒高品質な資産運用コンサルティ
ングの提供

（見込） （イメ ジ）

約1.2兆円 約1.7兆円 約6％

<個人ロ ン残高>
【個人ローン】

○営業担当者の増員

○大手デベロッパーやハウスメーカーなどのチャネル、利便性の高

いインターネットチャネルを通じた迅速な対応

<個人ローン残高>

2010年度
（見込）

2015年度
（イメージ）

年平均成長率

約6兆円 約8兆円 約6％いインタ ネットチャネルを通じた迅速な対応

【法人与信等】

○シンジケートローン 資産流動化等のプロダクト機能や信託・

約6兆円 約8兆円 約6％

<法人関連手数料>

2010年度 2015年度
年平均成長率

ホールセール

○シンジケ トロ ン、資産流動化等のプロダクト機能や信託

不動産機能を複合的に活かした付加価値の高い商品・サービス

の提供

（見込） （イメージ）
年平均成長率

約360億円 約420億円 約3％

【海外業務】

○海外に進出する日系企業の進出先での資金ニーズへの的確な対応

○提携先等を通じた信託ビジネスの展開

<海外日系与信残高>

2010年度
（見込）

2015年度
（イメージ）

年平均成長率

マーケット

○金利・為替等のマーケットメイク機能や市場性金融商品を活用したタイムリーなソリューションの提供

○金融市場の変化を捉えた機動的なオペレ ション⇒グル プに内在するマ ケットリスクを的確にコントロ ル グル

約1兆円 約2兆円 約20％
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マーケット ○金融市場の変化を捉えた機動的なオペレーション⇒グループに内在するマーケットリスクを的確にコントロール、グルー

プ収益の安定化・拡大

（注）諸計数について、2010年度は中央三井信託、中央三井アセット信託、住友信託の3社単体合算。2015年度は新信託銀行単体ベース



各事業戦略（まとめ）と事業成長イメージ ②資産運用・管理事業 ③不動産事業各事業戦略（まとめ）と事業成長イメ ジ ②資産運用 管理事業、③不動産事業

【資産運用】

○海外金融機関との提携やアジア市場でのネットワークの活用
<資産運用残高>

2010年度 2015年度
年平均成長率⇒国内外の資産運用力の強化・投資家の開拓推進

○ DB（確定給付年金）・DCにかかる専門性の高い年金制度・運用・

管理コンサルティング⇒多様な商品提供

○各投信運用会社を、商品企画力の強化、販売チャネルの拡充等、

2010年度
（見込）

2015年度
（イメージ）

年平均成長率

約65兆円 約72兆円 約2％

資産運用・

戦略的に育成

【資産管理】

<投信受託残高>

2010年度 2015年度
管理

【資産管理】

○投信受託、グローバルカストディ等における一段の効率化、

レンディング等サービスの高付加価値化

2010年度
（見込）

2015年度
（イメージ）

年平均成長率

約32兆円 約52兆円 約10％

【証券代行】

○高度なITインフラに基づく正確かつスピーディーな業務遂行

○株式実務やIR・SR（投資家・株主向け情報活動）にかかる付加価値の高いサービス提供

不動産 ○幅広い顧客層の不動産関連取引ニーズに対し、高度な専門性に基づくコンサルティング

⇒仲介から証券化や不動産運用商品の組成までフルラインアップのサービスを提供
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（注）諸計数について、2010年度は中央三井信託、中央三井アセット信託、住友信託の3社単体合算。2015年度は新信託銀行単体ベース

但し、資産運用残高については2010年度、2015年度ともグループ会社合算ベース



三井住友トラスト・グループの手数料収入拡大を中心とした利益成長三井住友トラスト グル プの手数料収入拡大を中心とした利益成長

（1） 資金関連収支等は、個人ローンの拡大等で基礎収益として安定的に伸長

（2） 信託 財産管理手数料は 投信 保険等販売 資産運用 管理事業を中心とした事業基盤拡大により（2） 信託・財産管理手数料は、投信・保険等販売、資産運用・管理事業を中心とした事業基盤拡大により

成長を追求

⇒2015年度の連結粗利益に占める信託・財産管理手数料比率は50％程度へ（2010年度見通し約45％）

55%8,000
(億円) 約8,200

【連結業務粗利益の構成】

50%
5,000

6,000

7,000 6,500

3,000

約4,100 信託・財産管理手数料

5年間で約1,100億円

約45%

約50%

45%
2 000

3,000

4,000

,

3,500 約4 100

＋約40％の増加

資金関連収支等

40%0

1,000

2,000

2010年度（見込） 2015年度（目標）

3,500 約4,100
5年間で約600億円

＋約20％の増加

資金関連収支等 投信・保険等販売、その他

不動産 資産運用・管理

信託・財産管理手数料が業務粗利益に占める割合 （右軸）
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安定的・持続的な成長＋資本効率性の向上



三井住友トラスト・グループの統合効果①三井住友トラスト グル プの統合効果①

（1） 2015年度以降、収益シナジーはグループ全体で年間約280億円、コストシナジーはグループ全体で

年間約280億円 合計で年間約560億円以上の実現を目指す年間約280億円、合計で年間約560億円以上の実現を目指す

（2） 2010～2015年度の統合費用は累計約630億円、同年度までのシナジー効果累計1,340億円

（収益シナジー累計約750億円、コストシナジー累計約590億円）にて吸収できる見通し

（億円）
2010～2015年度統合シナジー累計： 1,340億円

■収益シナジー累計額： 750億円

トシナジ 累計額 90億円

【2015年度までの統合シナジー／統合費用の推移】

＜収益シナジー＞（2015年度）

280 400

500 

600 

収益面でのシナジー

■コストシナジー累計額： 590億円
度

投信・保険等販売 80億円
個人ローン 60億円
法人与信等・金融商品販売 50億円
海外業務 30億円
資産運用・管理 30億円
不動産 30億円

150 

230 
200 

300 

400 
コスト面でのシナジー

統合費用（一時コスト）

不動産 30億円

＜コストシナジー＞（2015年度）
本部・店舗統合等 140億円
システム関連経費 90億円

20  60  90  135 135

50 
110  150 

280 
90 

0 

100 
システム関連経費 90億円
人件費 50億円

190  135  135 

‐300

‐200 

‐100 

2010～2015年度統合費用累計： 630億円

＜統合費用＞
（2010～2015年度累計）
システム統合 430億円
本部 店舗統合 110億円
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300 

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度以降

本部･店舗統合 110億円
等



三井住友トラスト・グループの統合効果②三井住友トラスト グル プの統合効果②

収益シナジー 2015年度以降、営業担当者の増員（人員の再配置）、クロスセル、商品力・情報力強化により、
グループ全体で年間約280億円を見込む

人員投入 シナジー効果

イメージ （2015年度）

投信・保険等
販売

約４００人
営業担当者の大幅増員、両グループの商品・販売ノウハウ等の共有化による資産運用
コンサルティング態勢の強化

80億円

シナジー施策事業区分 業務

リテール
業務

個人ローン 約５０人 営業担当者の増員、両グループの業務推進態勢・ノウハウ等の共有化 60億円

法人与信等 取引地位向上に伴うシンジケートローンや資産流動化などフィービジネスの拡大

金融商品販売
統合により拡充する学校法人や金融法人等の取引基盤へ市場性金融商品や私募投信

約５０人
50億円

業務

銀行事業

ホール
セール 金融商品販売

等の金融商品提供を拡大

海外業務 営業担当者の増員、海外拠点を活用した取引先企業の資金ニーズの取込み 30億円

年金・証券
顧客評価の高いアクティブファンド・オルタナティブ商品等を相互の顧客基盤に提供
投信・保険販売でのシナジーに伴う投信受託残高拡大

約５０人

億

セ ル
業務

投信 保険販売でのシナジ に伴う投信受託残高拡大

投信運用
専門性を有する人材等の再配置による、グループ投信運用会社の商品開発力・販売会
社サポート機能の強化（グループ内外でのリテール向け投信販売増加）

営業フロントへの人員再配置、法人･個人の顧客基盤拡充に伴う情報マッチング力強化 30億円

約５０人
30億円

不動産事業

資産運用・管理事業

コストシナジー

シナジー効果
シナジ 施策区分

2015年度以降、拠点関連費用、システム関連費用等の削減により、グループ全体で年間
約280億円を見込む

シナジ 効果
（2015年度）

140億円

90億円

シナジー施策区分

本部・店舗統合等

システム関連経費

2012年度に本部拠点を集約、2014年頃以降、重複する店舗の統廃合を実施
業務運営の効率化による外注費、活動費、広告宣伝費等の削減

国内勘定系システム・各業務分野の情報系システムを2014年頃を目処に集約・統合し、保守運営費
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90億円

50億円

システム関連経費

人件費

用・開発コストを削減

2015年度までに採用の抑制等により約1,000名の減少を見込み、退職給付費用を含む人件費を削減



三井住友トラスト・グループの収益目標・財務指標三井住友トラスト グル プの収益目標 財務指標

2015年度における新信託銀行グループの収益および財務指標に関する目標は以下の通り（※）

①収益目標 ：実質業務純益（連結）約4 600億円 当期純利益（連結）約2 200億円を目指す①収益目標 ：実質業務純益（連結）約4,600億円、当期純利益（連結）約2,200億円を目指す

②財務指標 ：ROE（連結） 10％程度、OHR（単体） 40％程度の水準を目指す

（※）現在バーゼル委員会で検討が進められている新たな自己資本比率規制の具体的な内容が明らかになった段階で、自己資本比率

目標等と共に、ROE目標についても見直しを行う可能性あり

（億円）
収益目標・財務指標

目標等と共に、 目標に ても見直しを行う可能性あり

2010年度 2015年度 2010年度2010年度
（予想）

2015年度
（目標）

2010年度
予想比

実質業務純益 2,900億円 4,600億円程度 ＋1,700億円程度

連結 当期純利益 1 250億円 2 200億円程度 ＋950億円程度連結 当期純利益 1,250億円 2,200億円程度 ＋950億円程度

ＲＯＥ 6％ 10％程度 ＋4％程度

実質業務純益 2 550億円 4 000億円程度 ＋1 450億円程度

（注）単体計数：2010年度は信

託銀行3社合算、2015年度は

三井住友信託銀行単体ベース

実質業務純益 2,550億円 4,000億円程度 ＋1,450億円程度

単体 当期純利益 1,250億円 2,000億円程度 ＋750億円程度

ＯＨＲ 49％ 40％程度 △9％程度

＜前提条件＞ 2010/3末 2011/3末 2016/3末

（実績） （予想） （予想）

3M-Tibor（期末値） 0.43% 0.45% 0.95%

三井住友信託銀行単体ベ スＯＨＲ 49％ 40％程度 △9％程度
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10Y-JGB（期末値） 1.35% 1.10% 1.85%
日経平均（期末値） 11,089 10,000 14,500



【ご参考】 収益目標の内訳【ご参考】 収益目標の内訳

収益目標の内訳（事業別粗利益等）

単　体 連　結

2010年度 2015年度 2010年度比 2010年度 2015年度 2010年度比

業務粗利益 5,000億円 6,350億円程度 ＋1,350億円程度 6,500億円 8,200億円程度 ＋1,700億円程度

 銀行事業 3,850億円 4,750億円程度 ＋900億円程度 4,600億円 5,600億円程度 ＋1,000億円程度

うち手数料等※ 800億円 1 200億円程度 ＋400億円程度 1 100億円 1 500億円程度 ＋400億円程度うち手数料等※ 800億円 1,200億円程度 ＋400億円程度 1,100億円 1,500億円程度 ＋400億円程度

 資産運用・管理事業 800億円 1,050億円程度 ＋250億円程度 1,400億円 1,900億円程度 ＋500億円程度

 不動産事業 350億円 550億円程度 ＋200億円程度 500億円 700億円程度 ＋200億円程度

経費 △2,450億円 △2,350億円程度 ＋100億円程度 △3,600億円 △3,600億円程度 ±0億円程度

実質業務純益 2,550億円 4,000億円程度 ＋1,450億円程度 2,900億円 4,600億円程度 ＋1,700億円程度

与信関係費用 △400億円 △300億円程度 ＋100億円程度 △500億円 △400億円程度 ＋100億円程度

当期純利益 1,250億円 2,000億円程度 ＋750億円程度 1,250億円 2,200億円程度 ＋950億円程度

（注1）単体計数：2010年度は信託銀行3社合算、2015年度は三井住友信託銀行単体ベース

（注2）2015年度の計数について、日本トラスティ・サービス信託銀行の連結子会社化の影響は

織 まず

※投信・保険等販売手数料、融資手数料等

１．業容拡大に伴う変動費等の増加は

シナジー効果で相殺され、ほぼ横這い
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織り込まず
２．統合費用は含まず（臨時費用に織り込み）



三井住友トラスト・グループの財務・資本政策三井住友トラスト グル プの財務 資本政策

現行の自己資本比率規制を前提とした、資本政策・配当政策は以下の通り（※）

①連結TierⅠ比率 ： 10％以上の水準を確保することを目指す①

②配当政策 ： 連結配当性向30％程度を目処とした配当を基本方針とする

（※）現在バーゼル委員会で検討が進められている新たな自己資本比率規制の具体的な内容が明らかになった段階で、新たな自己資本

比率目標等を設定すると共に、配当政策についても見直しを行う可能性あり

資本政策

連結TierⅠ比率 現状の自己資本比率規制を前提に連結TierⅠ比率10％以上の

水準を確保する とを目指す

リスクアセットの効率化と共に、保有株式リスクの更なる削減に取り組み（※）

水準を確保することを目指す

（※）両社の中期的な削減方針（保有株式（取得原価）の対連結TierⅠ比：中央三井トラスト 50％程度、住友信託 30％程度）

（2010年6月末現在） 中央三井トラスト 住友信託

取得原価（ａ） 4,635億円 4,300億円

＜保有上場株式の状況＞
（2010年6月末現在） 中央三井トラスト 住友信託

連結自己資本比率 14.71% 14.16%

（ご参考） ＜自己資本比率＞

に沿って削減すると共に、株価リスクヘッジ策を含め更なるリスク削減に取り組み

配当政策

連結TierⅠ（ｂ） 7,690億円 12,801億円

対連結TierⅠ比（ａ/ｂ） 60.3% 33.6%

連結TierⅠ比率 10.60% 10.32%

同上（優先株･優先出資証券を除く） 8.07% 7.18%
（注）中央三井トラスト・ホールディングスは第二基準（国内基準）、住友信託銀行は国際統一基準

配当政策

公的資金

業績に応じた株主利益還元策として、連結配当性向30％程度を目処とした配当を基本方針とする
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公的資金

株価等の諸条件が整い次第、市場売却（売出し）等の方法により、可能なかぎり早期に返済する方針



将来見通しに関する注意事項

このお知らせには、上記の中央三井トラスト・ホールディングス株式会社と住友信託銀行株式会社の間の経営統合及び業務提携ならびにその結果にかかる将
来見通しに関する記述が含まれています。これらの将来に関する記述は、「考えます」、「期待します」、「見込みます」、「計画します」、「意図します」、「はずです

「す も す 「 す 「将来 他 れ 様 表 特 「戦略 「 標 「計 「意 など す 説 う され」、「するつもりです」、「予測します」、「将来」、その他、これらと同様の表現、又は特に「戦略」、「目標」、「計画」、「意図」などに関する説明という形で示されてい
ます。多くの要因によって、本文書に述べられている「将来に関する記述」と大きく異なる実際の結果が、将来発生する可能性があります。かかる要因としては、
以下が含まれますが、これに限定されるものではありません。

両社が本案件の条件に関し一部あるいは完全に合意できないこと両社が本案件の条件に関し一部あるいは完全に合意できないこと

本案件に必要な株主総会の承認が得られないこと

本案件の完了に必要とされる規制上の条件又は他の条件が充足されないリスク

本案件の当事者に関連する法制度、会計基準等又はその他の経営環境の変化が及ぼす影響本案件の当事者に関連する法制度、会計基準等又はその他の経営環境の変化が及ぼす影響

事業戦略を実行する上での課題

金融の不安定性及び他の一般的経済状況又は業界状況の変化が及ぼす影響

本案件の完了に関するその他のリスク

その他の情報及びその入手先

中央三井トラスト・ホールディングス株式会社（以下「中央三井トラスト・ホールディングス」といいます。）は、住友信託銀行株式会社（以下「住友信託銀行」とい
います。）との経営統合計画に関連して、フォームF-4 による登録届出書を米国証券取引委員会（以下「SEC」といいます。）にファイルする可能性があります。フいます。）との経営統合計画に関連して、フォ ムF 4 による登録届出書を米国証券取引委員会（以下「SEC」といいます。）にファイルする可能性があります。フ
ォームF-4 をファイルすることとなった場合、フォームF-4 には目論見書及びその他の文書が含まれることになります。フォームF-4が提出され、その効力が発
生した場合、本経営統合を承認するための議決権行使が行われる予定である住友信託銀行の株主総会の開催日前に、フォームF-4の一部として提出された目
論見書が、住友信託銀行の米国株主に対し発送される予定です。フォームF-4 がファイルされることとなった場合、ファイルされるフォームF-4 及び目論見書（
その後の修正を含みます。）には、中央三井トラスト・ホールディングス及び住友信託銀行に関する情報、経営統合計画ならびに本案件の条件を含む関連情報
などの重要な情報が含まれることになります。 住友信託銀行の米国株主におかれましては、株主総会において当該経営統合計画に対する判断をなされる前に

本計画に関連して に イルされた又はされる ム 目論見書及びその他の文書（その後の修正を含みます ）を注意してお読みになるようお願、本計画に関連してSEC にファイルされた又はされるフォームF-4、目論見書及びその他の文書（その後の修正を含みます。）を注意してお読みになるようお願
いいたします。フォームF-4 がファイルされた場合、本経営統合計画に関連してSEC へファイルされるフォームF-4、目論見書及び他の全ての文書は、ファイル
後にSEC のウェブサイト（www.sec.gov）から無料で入手することができます。また、当該経営統合計画に関連してSEC へファイルされる目論見書及び他の全て
の文書は、中央三井トラスト・ホールディングス（Fax 番号 +81-3-5232-8716）または住友信託銀行（Fax 番号 +81-3-3286-4654）に対してファックスで請求する
ことにより無料で住友信託銀行の米国株主に提供されます。
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